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社団法人　日本建設機械化協会

第 61 回通常総会開催（その 2）

8 編の施工記録を上映した。研修会参加者は 85 名。
5） 「日本建設機械要覧 2010」の編集作業を進め，3 月中

旬に発刊した。
6） 平成 21 年度「建設施工と建設機械シンポジウム」（11

月 10・11 日）を開催し，講演として「地雷処理に
貢献する建設機械」について，コマツ柳樂氏，日立
建機生田氏から，また情報化施工講演会として「実
務者に聞く情報化施工の実際」について，国土交通
省情報化施工推進会議委員長建山立命館大学教授や
米国及び国内の情報化施工実施企業などから発表が
あった。

　 　さらに，産学官から応募された論文 41 編と，ポス
ターセッション 9 編が 5 分野に分かれて発表され，
活発な質疑が行われた後，6 編の論文に優秀論文賞が，
2 編のポスターに優秀ポスター賞が授与された。（参
加者約 250 名）（シンポジウム実行委員会）

2．施工部会

●部会組織

1） 施工部会各委員会の施工技術に係る諸課題（ICT の
利活用等）の調査等に関する活動について，部会総
括の視点から適時提言を行った。（運営連絡会）

2） ICT 用語の JCMAS 案を標準部会に上程した。また，
情報化施工推進戦略に基づき情報化施工の普及支援，
機器・システムの普及促進，ICT 技術者の育成を図
るため，情報化施工研修会支援活動に注力するとと
もに，11 月開催のシンポジウムにおいて情報化施工
に関する報告会を実施した。また，欧州における情
報化施工欧州調査報告会を開催し 150 名の参加者が
あった。

　　 　情報化施工研修会支援として，①施工技術総合研
究所における研修を 10 回開催，②中部支部等 4 支部
及び 1 大学での研修会・講義に講師を派遣，③国交省
研修会支援活動として，近畿地方整備局，国土交通
大学校，先端建設技術センターに講師を派遣，④舗

専門部会（技術会議）

1．安全技術会議

1）安全情報技術小会議
 　建設機械に起因する事故の未然防止や再発防止を図
るために，建設機械に関連する事故や不具合等の情報
を収集し，この情報の公開と建設機械の改善策を検討
するために，関係部会の連携により安全情報技術小会
議を設立した。

2）コンクリートポンプ車総合改善委員会
コンクリートポンプ車の現状の設計条件と現場での

使用実態の調査，使用上の留意事項等に関して検討し，
より安全な機械（安全設備の検討含む），点検方法，施
工システムの普及促進策等を，「コンクリートポンプ車
を使用する施工の安全を確保する方策（仮称）」として
報告書の作成に着手した。

受　託　業　務

1．政策等対応

官公庁等からの受託業務として，「建設機械施工におけ
る排出ガス及び燃料消費に関する調査検討業務」他の計
75 件の業務を受託した。

部　　　会

1．広報部会

●部会組織

1）各部会，委員会に対し広報の視点から適宜提言を行っ
　　た。
2） 4 部会・委員会のホームページ新規開設に協力した。

また，各部会・委員会の活動成果を受け，機関誌・ホー
ムページに公開し，世の中に協会の存在価値を広く
アピールした。

3） 会員のニーズを把握し，的確な情報をタイムリーに
提供した。

4） 6 月 8 日に「建設施工研修会」（第 119 回）を開催し，

日本建設機械要覧編集委員会，シンポジウム実行
委員会

運営連絡会，情報化施工委員会，大深度地下空間
施工技術委員会，建設副産物リサイクル委員会，除
雪技術委員会，災害復旧技術委員会，機械損料・機
械経費検討会，橋梁架設工事委員会，大口径岩盤削
孔委員会

（前号より続く）
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装コンサルタント協会，先端建設技術センターに講
師派遣を行った。

3） 大深度地下空間利用に関する提言をまとめ，報告書
を刊行した。（大深度地下空間施工技術委員会）

4） 自走式土質改良機についての技術資料を協会ホーム
ページに公開した。（建設副産物リサイクル委員会）

5） 道路除雪に関する施工法，機械の取扱い，安全対策
等講習内容の検討を行った。また，道路除雪技術の
維持向上及び安全施工を推進するため，講習会を 11
月 4 日に開催した。（参加者 39 名）（除雪技術委員会）

6） 「災害への備えとなる活動」，「災害時の支援活動」に
ついて，災害対策に関する情報を収集し，課題の整理，
事例の研究等に取り組んだ。また，専門家による支援
体制の整備，防災協定に基づく国等への支援活動につ
いては，課題の抽出に取り組んでおり，次年度以降に
リポートをまとめる予定。（災害復旧技術委員会）

7） 新機種，排出ガス対策機械等の実態調査を実施し，
機械損料への活用を図った。（機械損料 ･ 機械経費検
討会）

8） 橋梁（鋼橋・PC 橋）架設及び大口径岩盤削孔関連機
械経費算定等の検討を行うとともに，本部及び支部
で開催した「橋梁架設・大口径岩盤削孔の施工技術
と積算及び建設機械等損料講習会」に講師協力を行っ
た。（講習会：本部（平成 21 年 6 月 12 日）及び 2 支
部で実施。参加者計：199 名）（橋梁架設工事委員会，
大口径岩盤削孔委員会）

3．機械部会

●部会組織

1） C 規格原案作成計画に基づき，作成を推進した。（各
技術委員会）

2） 昨年度全委員会で開設した各技術委員会ホームペー
ジの内容をより活用し易くするように改善活動を実
施した。（各技術委員会）

3） JCMAS・JIS 原案作成・見直し及び ISO/TC の活動
支援を行った。（各技術委員会）

4） 建設機械用ディーゼルエンジンの次期排気ガス規制
に対し，技術基準見直しに関する検討を実施した。
直轄工事の 20％が品確法未適合軽油使用を受け，入

札条件に軽油使用を明記することを依頼した。（原動
機技術委員会，油脂技術委員会）

5） バイオ燃料など環境対応燃料の動向調査と，次期排
ガス規制対応エンジンへの影響を調査した。（原動機
技術委員会 , 油脂技術委員会）

6） 地球温暖化防止対策のため，ショベル・トラクタを
対象に低燃費建設機械の制度検討を製造業部会と共
同で国交省・学識者を交えて行った。（運営連絡会，
トラクタ技術委員会，ショベル技術委員会）

7） クリーンエネルギ建設機械に関する商品化されてい
る油圧ショベルについて JCMAS 改正検討を実施し
た。ブルドーザとホイールローダに関しては商品化
されたものがないため，実機計測時の見直し点を織
り込んだ改正提案にとどめてまとめた。（トラクタ技
術委員会，ショベル技術委員会，WG チーム）

8） 情報化施工技術による合理化施工の普及促進活動と
して ｢情報化施工事例報告会｣ を昨年度に引き続き
継続して計画中。（路盤・舗装機械技術委員会）

9） ダンプトラックや不整地運搬車に関するトピックス
を実施し，新しい技術等の検討を行った。（ダンプト
ラック技術委員会）

10） 「舗装機械草創期からの歩み・変遷」「アスファルト
プラントの事故事例集」の資料のまとめを実施した。
この成果を「建設の施工企画」へ掲載した。（路盤・
舗装機械技術委員会）

11） 道路用機械での事故を防ぐ技術として，ハンドガイ
ドローラにおけるホールドツーラン機構の普及検討
のためのアンケートを実施した。この普及への障害
について機械部会幹事会で報告し，来期活動につな
げることとした。（路盤 ･ 舗装機械技術委員会）

12） コンクリート機械の整理 ･ 変遷取りまとめ原稿の審
議を実施した。（コンクリート機械技術委員会）

13） 「基礎工事用機械の技術変遷調査報告書」の見直しを
2 班体制で実施した。来期も継続して実施する。（基
礎工事用機械技術委員会）

14） 高所作業車の C 規格作成検討に着手した。（建築生産
機械技術委員会）

15） 除雪機械のオプション説明資料をまとめホームペー
ジに公開した。（除雪機械技術委員会）

16） ロータリ除雪機械性能試験方法における補正手法の
検討は継続実施する。（除雪機械技術委員会）

17） シールドトンネル及び山岳トンネルの工事用設備の
性能と安全確保のため，技術調査を実施した。（トン
ネル機械技術委員会）

18） シールドトンネルの掘削ずりの有効利用について，
利用事例のまとめを実施した。（トンネル機械技術委

運営連絡会，幹事会，原動機技術委員会，トラク
タ技術委員会，ショベル技術委員会，ダンプトラッ
ク技術委員会，路盤・舗装機械技術委員会，コンクリー
ト機械技術委員会，基礎工事用機械技術委員会，建
築生産機械技術委員会，除雪機械技術委員会，トン
ネル機械技術委員会，油脂技術委員会，情報化機器
技術委員会，機械整備技術委員会
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員会）
19） 国土交通大学校で，「シールド工法機械と山岳

NATM 工法機械の紹介」という内容で特別講義を実
施した。（トンネル機械技術委員会）

20） 建設施工と建設機械シンポジウムにおいて，「トンネ
ル機械のCO2 削減に関する活動報告」を発表した。（ト
ンネル機械技術委員会）

21） 建設機械用油脂の普及を計るためオンファイルシス
テム（認証と供給システム）を設立しているが，さ
らにその普及促進を図るため阻害要因と対応案につ
いて検討した。（油脂技術委員会）

22） 「グリス分科会」では，グリス規格普及のためオンファ
イルシステム構築について検討し，来期に継続して
活動を行う。（油脂技術委員会）

23） 電気系火災を防止するための設計指針および後改造
の指針について検討を行ったが，「電気系火災事例集」
として公開する形に換えて検討中。（情報化機器技術
委員会）

24） 災害復旧現場での遠隔操縦装置無線混信防止案無線
利用調査票の JCMAS 再提案に対し，差し戻しになっ
た事項を再検討し標準委員会に再提出した。（情報化
機器技術委員会）

25） 「整備の基本」についてほぼ完成し，ホームページで
の公開を検討中。（機械整備技術委員会）

26） クリーンエネルギ建設機械のフィールドにおける安
全性について，規格化を含め検討を開始した。（機械
整備技術委員会）

27） 機械化施工技術等に関する見学会及び講演会の開催
を引続き推進する。（トラクタ技術委員会，ショベル
技術委員会，ダンプトラック技術委員会，路盤・舗
装機械技術委員会，基礎工事用機械技術委員会，建
築生産機械技術委員会，トンネル機械技術委員会）

4．標準部会

●部会組織

1）国際標準化活動
①  ISO 幹事国及び主査としての活動

　ISO/TC 127/SC 3（機械特性・電気及び電子系・
運用及び保全）及び ISO/TC 195/SC 1（コンクリー
ト機械）に関して国際幹事国業務を実施し，それら

における円滑な規格審議，作成，促進を図る。ま
た，TC 127/SC 2/WG 5（ショベル転倒時保護構造
ROPS），同 SC 3/WG 4（つり上げ及び固縛），同 SC 
3/WG 5（施工現場情報交換）及び TC 195/WG 8（骨
材処理用機械及び装置）については，コンビナー及
び幹事を務め，規格作成を推進中である。

②  ISO 規格案審議活動，特に日本発信の ISO 国際規格
開発
　当協会が審議団体（P メンバー）になっている
ISO/TC 127，TC 195，TC 214 に関連し，日本工業
標準調査会（JISC）の承諾の下，対応する各委員会
において国際規格の開発，審議，検討を行った。
　このうち，日本提案 ISO 15818（土工機械－つり
上げ及び固縛箇所－性能要求事項）については，各
国との意見調整中であり，ISO 15143（土工機械及び
走行式道路工事機械－施工現場情報交換）シリーズ
については，既に投票承認済みではある。また，メ
ンテナンス機関の設立などの問題で遅れていたが，
これが ISO の上層機関である技術管理評議会 TMB
で承認され次第発行見込みであり，また，メンテナ
ンス機関の幹事国は日本で，当協会が事務局を担当
する予定である。

ISO 10987（土工機械－持続可能性），ISO 11152（土
工機械－エネルギー消費試験方法）新規作成，ISO 
2867（土工機械－運転員・整備員の乗降用，移動用
設備）改正など重要な規格案について，国際 WG に
参画して検討中である。

③ 経済産業省施策の一環である「コンクリート機械等
分野の国際規格共同開発調査研究」について，ISO
規格開発推進2件及び新業務項目提案中（準備中含め）
3 件である。

④  ISO 国際会議に 11 回出席し，日本としての意見具申
を行った。

2）国内標準化活動
① JIS 自主原案作成活動

包括的安全基準に適合する C 規格（厚生労働省の
「機械の包括的な安全基準に関する指針」に沿った個
別機種の安全規格）を含め，機械の安全に必要な規
格及び基本的な規格などについて，財団法人日本規
格協会（以下 JSA）の支援を受けて，下記の JIS 原
案を審議作成した。なお，審議終了の JIS 原案は，
JSA に提出後，JSA と連名で経済産業大臣に（C 規
格など安全性に直接関係する JIS 案については厚生
労働大臣にも）申出予定である。
① -1 　平成 20 年度 JIS 原案作成

7 月に JSA に JIS A xxxx（制定）「土工機械－

標準化会議，国内標準委員会，ISO/TC127 土工機
械委員会〔SC1 分科会，SC2 分科会，SC3 分科会，
SC4 分科会，SC 3/WG 5 分科会〕，ISO/TC195 建設
用機械及び装置委員会〔経済産業省事業対応の ISO/
TC 195/SC 1 国内対応委員会並びに ISO/TC195/WG 
8 国内対応委員会〕，ISO/TC214 昇降式作業台委員会
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危険検知装置及び視覚補助装置－性能要求事項及
び試験」ほか 6 件を提出した。

年度内に JIS A eeee-1（制定）「土工機械及び道
路工事機械－施工現場情報交換－第 1 部：システ
ムアーキテクチャ」ほか 4 件を提出した。

① -2　平成 21 年度 JIS 原案作成に関しては，C 時期
　 （平成 20 年 12 月～平成 21 年 10 月）に実施するこ

ととなり，JIS A 8421-2（追補）「土工機械及－ロー
ダ－第 2 部：仕様書様式及び性能試験方法」に関
して準備中である。

2）JCMAS 制定活動
機械部会などから提出された JCMAS T xxx（制定）「コ

ンクリートポンプ－試験方法」ほか 4 件について検討中
であり，JCMAS H 020 ～ H 022 については，日本規格
協会に WTO/TBT 協定に基づく意見受付公告（3/15 ～
5/15）を依頼した。

5．業種別部会

1）製造業部会
小幹事会，機械部会との連絡会議，部会など開催して，

部会の事業を推進するとともに，他部会の事業に対し
ても製造業に関わる事業の推進に協力した。

特に，排ガス規制対応，地球温暖化防止，安全確保
などに重点的に取り組んだ。
① 次期排ガス規制への対応については，機械部会原動

機技術委員会，建設機械工業会などとの緊密連携の
もとに，各社の開発計画に大きく影響する，規制開
始月日，継続生産車猶予期間などの基本的な事項に
ついて 3 省と協議し，製造業からの要望を相当程度
受け容れてもらう形で決着し，平成 22 年 3 月に告示
が公布された。

　 　技術基準については，国連 GTR での審議遅れも
あったが，原動機認定，車両届出等の要領も含めて
平成 22 年 3 月に告示された。

　 　国土交通省の排出ガス対策型建機指定制度の今後
の運用に関し，要望を纏めて提出した。2 次基準車の
指定受付終了を H22 年 6 月 30 日とする旨国交省より
発表された。

　 　適正燃料使用に関し，国交省に継続して要望して
きたが，H22 年度の工事仕様書に明記する旨発表さ
れた。

② 低燃費建設機械指定に係る事項のうち，計画されて
いた主要機種の JCMAS 規格による燃費測定を完了
した。

　 　指定基準の決定法，指定開始時期，同一ファミリー
機の定義，燃費の表示方法等の運用制度については，

製造業としての合意は形成されたが，国土交通省お
よび地球温暖化防止検討分科会との合意には至らず，
国交省の政策見直しに対する対応が必要となった。

③ ハイブリッド・電動などのクリーンエネルギ建設機
械の普及助成策を実現するのに不可欠な，燃費測定
標準については，機械部会を中心に，「クリーンエ
ネルギ型建設機械燃費測定標準作成 WG」を編成し，
油圧ショベルについて JCMAS 規格案を固めること
ができた。

　 　国土交通省と経済産業省との合同 WG において，
建設部門におけるハイブリッド建機等の普及による
温暖化ガス排出削減がテーマアップされ，ハイブリッ
ド機への融資の基準が示された。

④ 機械安全への対応として，安全情報技術小会議に参
加し，目的，意義，情報の内容・取扱い等に関する
製造業の見解を集約・協議し，情報の扱いのプロセ
スと体制等につき合意に達した。

⑤ ハンドガイドローラのホールドツーラン機構の装着
実態と安全確保に関し，路盤舗装技術委員会，レン
タル業部会の関係者と，現状認識，今後の進め方等
について意見交換を実施した。

⑥ 油圧ショベル標準操作方式の普及実情調査を実施し，
国土交通省へ報告した。

2） 国土交通省をはじめとする関係諸機関との連携を図
り，行政に対する製造業としての提言を積極的に行
うと共に，決定された政策の履行に当たっての業界
内外への説明，啓蒙活動等による徹底に努めた。

① マテリアルハンドリング機のうち，マグネット仕様
機に関しては，運転資格，安全に関わる技術基準，
検査基準および検査者教育等について，鉄リサイク
ル工業会を通じて，使用者への周知徹底を図った。

② 鉄リサイクル工業会の求めに応じて，リサイクル用
各種機械の安全規制・規格，運転資格等の調査，一
覧作成は厚生労働省の確認を得て終了した。

③ 海外から輸入販売されるマグネット仕様機，グラッ
プルについて，販売代理店との間で，国内法令上の
取扱いに関して説明し，周知徹底を要望するととも
に，安全規格の国際整合に関して意見交換を行った。

3） 同会議などを通じて，他部会との連携を図り，今後
重要とされる施工技術，規制動向，安全要求などの
情報交換に努めた。

① 機械部会との間で技術連絡会を開催し，排ガス規制，
地球温暖化防止，機械安全等についての製造業部会
の取り組みを説明した。

② 業種別合同部会においては，次期排ガス規制への対応
と適正燃料問題，機械の安全に関して建設業，レンタ
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ル業などと，流通・使用サイドとの協力が必要な解決
への取り組みについて，説明と意見交換を実施した。

③ 情報化施工に関する講演会等を通じて情報収集に努め
たが，部会としての方向付けまでには至っていない。

4）建設業部会
① 事業活動計画及び事業活動結果について審議・承認

し，計画に基づき活動した。（幹事会，部会）
②  9 月 4 日，業種別合同部会を開催した。報告事項 7

編であり，環境・安全・情報化施工等に関する内容
であった。参加者 58 名。

③  12 月 15 日，業種別合同部会を開催した。報告事項 7
編であり，クリーンエネルギー建機，建機レンタル
業の動向，災害復旧技術委員会の活動方向など多岐
にわたる内容であった。参加者 51 名。

④  10月1日～2日，第13回機電技術者意見交換会を実施。
「ものづくりの楽しさをどのように伝えるか ?」をテー
マにグループ討議と発表を行った。参加者 23 名。

⑤  10 月 2 日，建設業部会に東京大学草加教授を招聘し，
「ものづくりの楽しさを織り込んだ教育」と題して講
演会を開催した。

⑥ 建設機械の安全情報を公開する場を設けるための活
動を実施。（仮）安全情報技術会議の本格的運営のた
めの小会議（事務局：企画部）の立ち上げに参画，
安全情報の公開基準の合意形成の協議を開始した。
また，同小会議の求めに応じて，公開情報に関する
検討を「建設機械事故防止推進分科会」で実施した。

⑦  7 月 17 日，施工技術総合研究所を訪れ，情報化施工
研修会の実施状況を見学した。「建設の施工企画 9 月
号」に報告を掲載。参加者 30 名。

⑧  11 月 18 日，キャタピラージャパン㈱秩父デモセン
ターを訪れ，情報化施工関連機器及び建設機械等を
見学した。参加者 29 名。

⑨ コンクリートポンプ車総合改善委員会に参画した。
⑩ 協会より依頼のあった各種アンケート調査に協力した。

5）商社部会
① 部会員の連携強化と相互理解を図るため，部会のホー

ムページ立上げの準備を行った。
② 部会員の抱える問題点を把握し，その解決に向けて

活動するため，準備を進めた。
③  9 月 4 日，業種別合同部会に参加し，他部会との連

携強化を図った。
6）レンタル業部会
① 安全情報技術小会議及び建設機械事故防止推進分科

会に参加し，建設機械（レンタル機）に関わる情報
を提供した。

② 契約書（建設機械等レンタル標準契約）の見直し作

業に着手した。見直し作業に関しては，建設業部会
と事前に協議した。

③ 環境問題のクローズアップされる中，建設機械にお
ける不適正燃料の使用実態に関する調査を，会員各
社に依頼して実施し，全国で 733 件の発生件数を確
認した。

④  9 月 4 日の業種別合同部会において，前項の不適正
燃料使用実態調査結果を報告した。

⑤  12 月 15 日の業種別合同部会において，建機レンタ
ルの動向について報告した。

7）専門工事業部会
①部会メンバーの増員を図ってきたが，成果なし。
②有資格者の地位の向上，資格取得者の増員を図る。
③ 各部会への協力体制の充実を図ると共に，ユーザー

サイドからのメッセージ・提案・要望等のアピール
の場となりうる活動を進める。

④税制面での改革・提案を図る。

施工技術総合研究所

平成 21年度 事業報告書

1．調査，試験，研究，開発業務

1）建設機械に関する調査・研究・開発
建設機械の性能向上および新機種の開発などに関する

試験研究ならびに建設機械の信頼性，耐久性，安全性な
どの調査試験研究を下記のとおり実施した。

特に新機種の開発においては，現場ニーズに応える実
用的な開発と基礎技術に関する実験研究を踏まえた開発
を重点的に実施した。

①新機種の開発
　 　道路・河川の各種維持点検作業等に関連した 6 件

の業務を実施した。
②信頼性および耐久性
　 　除雪機械の長期活用に関する検討業務 1 件を実施

した。
③安全性
　 　建設機械施工の安全対策の推進に　関する調査検

討等 3 件の業務を実施した。
④環境対策
　 　建設機械の排出ガス対策に関わる業務等 6 件を実

施した。
⑤防災・復旧対策
　 　災害対策車の総合的運用手法等 5 件の業務を実施
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した。
⑥技能向上
　 　技能実習生の習得技術向上に向けた実習支援業務 1

件を実施した。
2）機械化施工に関する調査・試験・研究
　 　道路，トンネル，橋梁，ダム，河川，海岸など建

設工事全般にわたる機械化施工法の調査試験研究を
はじめ，大規模工事，特殊工事における使用機械の
選定や積算，これにともなう施工方式などの諸問題
について，下記のとおり調査試験研究を実施した。

①情報化施工・新技術の活用
　 　情報化施工および新技術に関する調査検討等 9 件

の業務を実施した。
②積算および発注支援
　 　積算，損料検討および発注時の技術審査等の発注

者支援に関わる 10 件の業務を実施した。
③トンネル
　 　現場における諸問題に対する技術支援を中心に 7

件の業務を実施した。
④道路・舗装・土工
　圏央道技術検討業務 1 件を実施した。 
⑤橋梁
　橋梁の施工検討等 5 件の業務を実施した。
⑥ダム・河川
　ダム工事への IT 技術導入等 7 件の業務を実施した。
⑦環境およびリサイクル
　工事騒音・振動・大気質予測検討業務 1 件を実施した。

3）疲労試験および構造物等強度試験
　 　当研究所所有の大型疲労試験機および屋外輪荷重疲

労試験機，ならびに㈱高速道路総合技術研究所所有の
構造物疲労試験機・移動載荷疲労試験機を用いて，鋼
構造物およびコンクリート構造物の疲労試験を実施し，
構造物の疲労特性等の検討を行った。
①鋼床版および厚板鋼材等の疲労試験  10 件
②構造物等強度試験  1 件
③検査技術  1 件

4）建設機械の性能試験及び評定等
　 　建設機械の性能向上を図り，ユーザーへの正確な

情報を伝達するために，メーカーの依頼により性能
試験を実施した。また，建設機械の環境対策および
安全性等に関する評価に資するために，建設機械に
関する評定・認定等を実施した。

① ROPS 等の性能試験　
　ROPS　4 件，TOPS　4 件，ROHVA-OPS　1 件
②除雪機械の性能試験
　 　除雪ドーザ　2 件，ロータリ除雪車　2 件，多機能

型除雪車（除トラタイプ）1 件，多機能型除雪車（ロー
タリタイプ）1 件

③建設機械燃料消費量の評定  12 件
④排出ガス対策型原動機の評定  5 件
⑤排出ガス対策型黒煙浄化装置の評定  1 件
⑥低騒音型建設機械の計量証明  87 件
⑦低振動型建設機械の計量証明  3 件
⑧標準操作方式建設機械の認定  28 件
⑨ウォータージェットによるはつり処理性能試験  5 件
⑩無負荷急加速黒煙測定試験  1 件

5）建設機械化技術の技術審査証明
　 　民間が自主的に開発した建設機械化技術について，

学識経験者等により組織する審査委員会を設けて，
下記技術 3 件について審査証明を実施した。

①ワイヤロープ常時遠隔診断技術
②マルチジェット工法
③拡縮コラム工法

6）技術指導等
　 　建設機械，機械化施工法等に関する技術的諸問題

について，19 件の技術指導を実施した。
7）材料試験
　 　土木建築工事に必要な各種材料等について，下記

の材料試験を行った。
①床版防水工性能評価試験  8 件
②ショットクリート性能評価試験  9 件
③新補修材料性能評価試験  1件　　　　　　　　　　　

　④骨材及び岩石試験  3 件
⑤コンクリート試験  59 件

8）施設貸与
　試験研究施設について，37 件の施設貸与を行った。

9）研　究
（1）助成研究
　　 　研究開発助成制度から研究資金の交付を受けて

下記の研究を実施した。
　① 図面データを直接利用した ICT 監督業務支援ツー

ルの開発（建設技術研究開発費補助金（国土交通
省））

（2）共同研究
　　大学及び民間との共同研究 8 件を実施した。
　①鋼橋の長寿命化技術に関する研究
　② 鋼部材の腐食状況の簡易計測機器の開発に関する

研究
　③ 鋼橋の腐食劣化メカニズムの解明と耐久性診断に

関する研究
　④ 応急仮設橋に関する研究
　⑤ 海洋（港湾）コンクリート構造物の耐久性および
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維持管理に関する研究
　⑥ 防水シートの品質向上に関する研究
　⑦ 山岳トンネル工法における鏡補強工に関する研究
　⑧トンネルの補強工法に関する研究

（3）自主研究
　　 　当研究所では，受託業務と連携して機械・トン

ネル・土工・舗装・橋梁等の各分野の重要課題に
ついて，自主研究として継続的な研究を実施し，
データとノウハウの蓄積に努めている。平成 21 年
度に実施（継続）した課題は，以下の 14 件である。

　①建設工事が環境に及ぼす影響に係わる調査研究
　②建設機械施工の安全性向上に関する調査研究
　③建設機械の低燃費化促進に関する研究
　④建設機械の排出ガス対策に関する調査
　⑤遠隔操縦型建設機械に関する研究
　⑥ ICT 施工 3D データ活用研究
　⑦地方公共団体における CM のあり方勉強会
　⑧橋面防水システムの研究
　⑨ コンクリート構造物の補修・補強技術に関する研究
　⑩鋼床版の補修・補強に関する研究

　⑪トンネル地山評価に関する研究
　⑫トンネルの維持管理の研究
　⑬山岳トンネルの止水技術の研究と開発
　⑭深層混合処理（DJM）工法の研究

2．機械化施工に関する新技術開発研究会（CMI 研究会）

建設技術の向上と建設事業の効率化を目的に，大学・
企業等関連機関と協力して，新機種・新工法・新材料等
の技術開発を実施しており，本年度は以下の 1 部会を設
けて実施した。
1）建設機械施工の安全対策部会　除排雪機械分科会

3．研　修

土木技術者を対象とした下記の研修会等を実施した。
1） 情報化施工研修会（ICT 建設機械の実地研修）を 11

回実施した。
2） 欧州における防水システム調査報告会を4回実施した。
3） 吹付ノズルマン技能試験および吹付監理技術者講習

会を各 2 回開催した。
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 （以下，次号へ続く）




